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地震による木造建物の損傷度を反映する被害関数の構築
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はじめに }ま「全壊」というカテゴリーの中に含まれる形で評価さ
れている．これまでに，著者らの研究グループ617)は，

阪神・淡路大震災において「全壊」と評価された建物の
破壊状態に関する分析を行い，「全壊」には，完全に瓦
礫状態のものから外観上の被害は軽微なものまで，様々
な破壊パターンが含まれているということを明らかにし

ている．呂ら8)は，建物被害と人的被害の関係について，
建物被害評価指標である全壊建物数または全壊率と人的
被害の間には有意な相関性がないことを指摘しているが，
その要因として上述のような「全壊」という定義が明確

ではなかった点が挙げられる．また，2001年に内閣府に
より家屋の被害認定基準が改定され，その新基準による
評価は阪神・淡路大震災での評価よりも厳しい判定にな

る傾向があることが著者ら刀のシミュレーション結果に
より明らかにされている．したがって，人的被害の推定
に限らず，例えば瓦礫量や建物解体数の推定，避難者数
の推定を行う際の根拠として建物被害を用いる場合，
「全壊・半壊」といった指標よりも損傷レベルに則した
被害評価が今後の防災対策を推進する上で必要となろう．
岡田ら，)は，こういった要因による人的被害の推定精

度の問題を指摘しており，木造建物の層破壊を含めた崩
壊パターンに立脚した人的被害発生予測式を提案してい
る．また，崩壊パターン別の建物被害の発生を評価する

ために，1975年を境とした木造建物の被害関数を構築し
ているしかし，構築対象とした地域は，東灘区東部地
区に限られており，さらに建物の破壊に関する資料を蓄

１． 

わが国の防災の基本的な考え方は，1195年に発生した

阪神・淡路大鰻災を契機として，これまでの被害抑止力

の向上を目指したハードな対策に傾倒したものから，ソ

フト面を含めて総合的に被害を軽減するための対策へと

推移している．防災対策の第１目標として「いのちを守

る」ことが挙げられる．地震時の人的被害の軽減を考え
ると，阪神・淡路大震災では発災が早朝であったことも

あり，関連死を除いた5,500名あまりの死者のうち，８割
以上が家屋の倒壊に起因したと報告')されている事実に

着目すべきである．したがって，人的被害の軽減を図る
ためには，まず，このような家屋の倒壊を発生させない，

次に万一発生した場合に備えて，逸早い救命・救助活動
を行うための対策を事前に準備することが必要となる．

このような二段構えの対策を講じるためには，人的被害

発生の主要因と位置づけられる建物被害の中で，建物内

の生存空間が失われる「層破壊」の発生機構を解明し，

層破壊発生の危険性が高い建物や地域を精度良く事前に

評価することは重要な課題である．

建物の被害発生を評価するための有効なツールの一つ

として建物被害関数がある．建物被害関数の構築に関す

る研究例えば幻・3),4),5)はこれまでにいくつか行われている
が，その多くは実際の地震被害調査結果から求められた

統計的被害関数である．その基礎となった被害調査には

層破壊に着目して実施されたものが少なく，「層破壊」
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積し，特に層破壊がどのような条件下で発生したのか，

その発生機構を解明する必要がある．

本研究では，人的被害を軽減するための対策を講じる

上で必要となる人的被害の推定精度の高度化を最終目的

とし，そのために阪神・淡路大震災ではどのような建物

の破壊がどのような要因により発生したのかを明らかに

することを目指している．具体的には，震災時に撮影さ

れた被害写真から建物の損傷度を判定し，損傷度を反映

した被害関数を構築する．その中で特に，木造建物の層

破壊に焦点を当て，その発生実態を解明するために，層

破壊の発生と地震動強さや建築年などの建物属性との関

係について検討を行う．それらの結果から層破壊の発生

を推定するための被害関数を構築する．

(2)地震動データ

地震動データは，Kohiyamaら､)が西宮ＢEDBを用い
て佐藤ら'3)の手法により西宮市南部地域について地震動
分布シミュレーション解析を行った結果を用いた．シミ

ュレーション解析は断層の破壊点から観測点までの地震

動の伝播経路の影響および地盤の増幅特性を考慮するた

め，断層モデルはSekiguchiら'4)の断層破壊過程モデル
を使用し，深層地盤モデルおよび１０９地点のボーリング

データに基づく表層地盤モデルを構築し，1次元重複反
射理論により地表面の地霞動のフーリエスペクトルを求

めたものである西宮ＢEDBには解析結果から求められ

た最大地表加速度（PGA），最大地表速度（PGV），ス

ペクトル強度（sl）が建物１棟単位でリンクされている．

(3)層破壊建物データ

阪神・淡路大震災では様々な機関によって建物の被害

調査が実施されたが，層破壊に着目した調査は少なく，
その発生実態に関するデータは十分ではない．そこで，
著者ら'5)は西宮BEDBを用いて，西宮市における層破壊
被害建物の同定を行っている．具体的にはこのデータベ

ースの被害写真に撮影された26,075棟の建物について，
岡田，高井'6117)により提案された被害パターンチャー
トに基づく被害分類，航空写真を用いた被害判読，およ

び現地聞き取り調査による被害確認の3段階の手法によ

り層破壊の発生有無を判別した．なお，判別にあたり層
破壊建物は図１に示すような岡田，高井による被害パタ

ーンチャートのダメージグレードＤ5以上と定義した．
ただし，建物の2階部分が層破壊を起こすパターンであ

るUd5(+,-)については，内部空間の損失量から細分類を

行い，図２に示すようにPd5(+,_)を新たに設定した．そ
の結果，1,114棟を層破壊と判定した．図３に層破壊パ

ターンの詳細を示す．２階建て建物の1階が層破壊するパ

ターン（Gd5）が最も多く，次に多い全ての層が層破壊
するパターン（Cd6）と合わせると全体の89.1％を占め
ていた．

２．使用データ

(1)西宮BuiltEnvironmentデータベース

防災科学技術研究所地震防災フロンティア研究センタ

ーでは兵庫県西宮市を対象として，阪神．淡路大震災

GISデータベース「西宮BuntEnvironmentデータベース

10)」（以下，西宮BBDB）の構築を行っている.このデ

ータベースには，西宮市の96,176棟の建物ついて，建物
属性，人的被害，建物被害調査結果，被害写真などのデ

ータが建物1棟単位でリンクされている．これらのデー

タの内，建物属性情報データは，西宮市から提供された

ものであり，用途，構造，階数，建築年，建築面積，延

床面積などの詳細な情報がリンクされている．

また，被害イメージデータとして，日本都市計画学会

関西支部と日本建築学会近畿支部による調査'１）（以下，

二学会合同調査）の時に撮影された11,426枚の被害写真
がデジタル化され撮影位置とその方向が矢印として表現

されたポイントデータとリンクされている．これらの被

害写真には26,075棟の建物が撮影されている。

木蹟2階建て建物の被害パターン 木造1階建て建物の被害パターンダメージ
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図３層破壊建物の被害パターン
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図５分析対象エリア

表１抽出建物データの概要

(4)データセットの構築

被害写真によって層破壊を同定した結果，西宮市にお

ける層破壊建物の97％は木造建物であり，以降において，
木造建物を対象として層破壊発生要因の分析を行うため

にデータセットを構築した．構築の流れを図４に示す．

西宮BEDBの96,176棟の建物に地震動データを空間結合

によりリンクさせた．地震動分布の解析は内挿計算を行
い評価されたものである．したがって，図５に示すよう

にボーリングポイントで囲まれる解析結果の信頼性が高
い範囲を分析対象エリアとして設定した．

対象エリア内の建物数は西宮BEDB全体の約8割にあた

る75,240棟であるこの建物に属性情報をリンクさせ，

木造建物32,825棟を分析対象建物として設定した．属性
情報のリンクは無作為に行われており，これらのデータ

を分析することで対象エリア内の木造建物全体の傾向を
把握することが可能と仮定している(注')．さらに，この

データから写真データを持つ建物11,908棟をサンプルデ
ータとして抽出した．ただし，写真は無意識のうちに被
害の大きい建物や写り映えの良い建物を撮影している可

能性があるが，著者ら'5)はｘ２乗検定によりサンプルデ

ータが建物属性および建物被害の面で偏って抽出されて
いないことを確認している．抽出データの概要を表１に
示す(注2)．
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３.層破壊を評価するための地震動強さ指標の検討

(1)層破壊被害と地震動強さ指標の関係

被害関数を構築する際の地震動強さの指標として，
PGA，ＰＧＭＳＩなどが用いられている．そこで，層破壊

被害がそれらの指標とどのような関係にあるかを明らか

にするために検討を行った．図６，図７，図８にPGA，
PGＭＳＩの分布と層破壊が発生した建物の分布を示す．
なお，ＳＩは減衰率５％の速度応答スペクトルを周期0.1～

2.5秒で積分して求めたものである．図６～８を比較す
ると，層破壊はＰＧＶおよびＳＩの大きい地域で多く発生
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している．一方，ＰＧＡは北部の山間地で大きくなってい

るが，層破壊が多く発生した地域は異なっている.

さらに，詳細に各指標と層破壊発生の関係を分析する

ために，データセットとして抽出した木造建物11,908
棟のうち，層破壊の有無が不明を除く11,890棟を対象
として層破壊率との対応を検討した．図９に各地震動強

さ指標一層破壊率関係を示す．図９の各指標における階

級数（プロット数）は１０点に統一し，表２に各階級の
建物棟数，地震勤強さの値範囲，平均値および層破壊パ

ターンの詳細を示すように，各階級に含まれる建物棟数

は各階級の重みを等しくするために，原則として1,200
棟としている．また，各階級を代表するそれぞれの指標

値は，階級に含まれる建物の平均値で表し，層破壊率は

各階級に属する層破壊建物数を建物総数で除して算定し
ている．図９の相関係数を比較するとＰＧＶおよびＳＩと

層破壊率は良好な関係が得られ，これらの指標により層
破壊発生の評価が可能と思われる．

－１２６－ 
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図１ｏ表層地盤震動の周期特性と層破壊率の関係
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ＳＩＬｔｍ） 

４．層破壊被害関数を構築するための建築年代区分
の設定

(2)地溌動周期特性の影響

建物および地霞動の周期特性を考慮することにより層

破壊発生の推定精度の向上が期待できる．そこで，表層

地盤の地震動の周期特性が層破壊発生に与えた影響をみ

るために，ＳＩの周期帯を短周期から長周期に分けて算定

したスペクトル強度との対応について検討を行った．周

期帯は３種類とし’SISは0.1～0.3秒，SIMは0.3～1.0秒，
SILは1.0～2.5秒を積分範囲とした．それぞれの減数定
数は５％である．図１０に周期帯別のスペクトル強度と

層破壊率の関係を示す．各図の階級数および階級に含ま

れる建物棟数は前述どおりである．相関係数で比較する

と，1.0～2.5秒の周期帯との対応が最も良い．一方，0.1

～0.3秒の短周期帯の相関係数は小さく，今回の検討で

は層破壊発生への寄与が少ないことが示された．

境ら18)は，地震動の破壊力指標と建物被害率との関係

を検討し，建物被害は塑性化による周期の伸びを考慮し

た1.2～1.5秒の等価周期帯における影響が大きいことを

指摘しており，今回の結果と整合している．これより，

層破壊の発生過程は，一瞬の衝撃力による部材の破壊と

いうよりも，他の「全壊・半壊」といった破壊の延長上

にあり，建物の変形が進展した結果として，層破壊に達

したと考えられる．

村上ら１，)'20)は層破壊発生機構に関して，層破壊と建築

年代，規模，屋根種別との関係を明らかにし，さらに倒

壊限界必要壁率，倒壊限界変形角，必要終局せん断係数

に関する検討を行っている．その結果，阪神．淡路大震

災における倒壊は，入力地震波の大振幅の第１波もしく

は第２波で大きく変形し発生したと推察しており，その

倒壊限界変形角を１/10～1/7.5rad.と指摘している．した

がって，木造建物の層破壊を防止するためには，このよ

うな限界変形を設定し，その変形までは，層破壊を発生

させない，その変形を超えるような変形は起こさせない

といった考え方が重要である

(1)層破壊被害と建物属性の関係

汎用的な被害関数を構築するためには，建物の耐震性

を適当にグループ化し，耐腰性を考慮した被害関数を作

成することが有効である．その耐震性について木造建物

の場合には，壁量や耐震診断結果など，直接的に耐震性
を評価した指標を用いることが理想であるが，建物内部

の詳細調査などが必要であり，とくに層破壊を対象とし

た場合，実際に層破壊した建物のこのような指標データ

を|ご＋分に得ることは困難である．著者ら'5)は，自治体
が保有している建物情報と層破壊被害との関係について

分析を行っている．建物の各種属性と層破壊率の関係を

建物種類ごとにまとめた結果を表３に示す．結果として，
以下の結論を得ている．

１）建築年が古いほど層破壊率が高くなる傾向がある．
２)屋根に瓦を使用している方が瓦以外を使用している
場合よりも層破壊率が高くなる傾向がある．

３)２階建て建物の方が１階建てより層破壊率が高くな
る傾向がある．

４)建築面積が大きくなると層破壊率が高くなる傾向が
ある．

５)共同住宅，農家住宅の層破壊率が－戸建住宅，長屋
建住宅，商工業住宅，その他の住宅（寺社，付属
屋，倉庫など）に比較して高い．

６)建物の形状が層破壊発生要因の一因となっている．
７)２階建て－戸建住宅について，建物の属性が１階層
破壊型，２階層破壊型，全体破壊型のように，層破
壊の被害状態に影響を与えている．

以上の結果の中で，建築年数は層破壊の発生に顕著に
影響を与えており，耐震性を表す総合的な指標として用

いることができると考える．以下では被害関数を構築す

るにあたり，適当な建築年代区分を設定するため，建築
年数と層破壊被害の関係を考察する．

，階数別の層破壊率表３建物種類， 構造，
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(2)建築年数と層破壊被害

図１１に建築年と層破壊率の関係を示す．ここで，建

築年次ごとの建物棟数のばらつきにより，厨破壊率が１
年ごとに大きく変動していたため，建築年の前後２年を

含めた５年平均から移動平均線を求めた．図１１に併せ

て示す．前述したように建築年が古いほど層破壊率が高

くなる傾向があり，１９６０年くらいから緩やかに低下し
ている．図１１に建築法規の改正年を併せて示す．牧，

林２１)は西宮市を対象として，建築年と被害の関係を建築

法規の有効性の観点から分析し，木造建物の場合，建築

法規改正の影響は少なく，被害率は緩やかに低下するこ

とを明らかにしており，この傾向と一致している．

１９４０年から１９６０年までは層破壊率はあまり大きくな

らず，むしろ新しい年次よりも小さい場合がみられる．

この要因として，図１１に建築棟数，屋根の瓦の使用率，

２階建て以上の建物が占める割合の推移を併せて示して

いるが，この1940年から1960年は戦中，戦後期であり，

建設された建物数が少なく，屋根の瓦使用率が下がり，

２階建て建物の建設が減って相対的に平屋建ての建物が
増えるなど特殊な建築事情であった時期であり，その影

響が考えられる．このように住宅の耐震性に影響する要

因には，建築法規以外も考える必要がある．

戦後復興期

高度成長期

低成長期

(1945～1155年）

(1955～1973年）

(1973年～）

1） 

2） 

3） 

したがって建築年代区分を考える場合，基本的には上

記の区分に従い，建築法規の改正は，耐震性に関する住

宅の変容を左右する要因として捉えることにした．

ここで，建築年代区分は基本的には細かい方が良いが，

細かすぎると使用面で煩雑となる．また，被害関数を統

計的に構築する場合，十分な建物棟数が必要となるため，

細分化は現実ではない．一方，区分解像度が最も必要な

時期として，１９５５年～1973年の高度成長期がある．こ

の時期は空前の建設ブームにあたり，住宅の質も分散が

大きく，その結果として住宅の不良ストックが多い．そ

こで，この時期の代表的な社会変動を考慮して，以下の

ような細区分を本研究では提案する．

１)高度成長期前期（1955～1159年）：１９５９年の皇太
子様ご成婚により，テレビが爆発的に普及し，そ

れまでのマスメディアの役割を大きく変容させた．

テレビの普及によって全国的に画一化された情報

提供が促進され，住宅に対する意識にも大きな影

響を与えたと推測される．

２)高度成長期中期（1959～1964年）：国家プロジェ
クトとしての１９６４年の東京オリンピック開催は，

我が国の都市基盤整備を大きく促進させ，建設ラ

ッシュを生んだ．

３)高度成長期後期（1965～1973年）：オイルショッ
クによって低成長期へと移行するまでの間，関西

圏での１９７０年の大阪万国博覧会の開催をはじめ，

経済成長の影響が全国に拡大していったと考える．

(3)建築年代区分の設定

鈴木勤は，住宅の変容要因を１)外からの影響（社会的
状況の変化、技術の発達，外来文化との接触），２)内か
らの要求（家族形態の変化，住要求・住意識の変化），

3)計画の力（法的規制などの人為的な変革）の３種に分
類し，第二次大戦後の住宅変容過程を次の３期に時代区

分している．

※１層破壊率＝層破壊建物数／(各カテゴリー内の全建物数-不明数） 謎
［
ま
］
如
扇
叩
臼
咀
壌
辱
製
ｅ
ヨ
ゴ
鯉
副

識
．
掛
圧
超
国
ｅ
騨
幽
潔
丑
録
韓
辱
製

に
叩
０
０
０
０
０
０
０
０
０

れ
１
９
８
７
６
５
４
３
２
１
０

3０ 
５
０
５
０
５
 

２
２
１
１
 

［
ま
］
戸
※
掛
騨
橿
塵

0 

1990建築年次1930以前１９４０１９５０１９６０１９７０

建築法規改正の変遷と木造構造規定に関する主な改正項目

1980 

・筋遜,仕ロの規定・必要輸組且の強化・基礎の強化・必要紬組■の強化・中間検査の
・柱の小径の強化・継手,仕口のポル・基礎の強化導入

ト座金の使用規定

住宅の時代区分と主な社会動向(鈴木函によるものに加筆）

館２次大朝ｒもはや戦徴、太子様東京大阪万博ハウス55プロジェクト
終結ではない」ご成婚オリンピックオイルショック
▽ ▽▽▽▽▽▽ 

二二鰯鯛二』ご磯塾Ｌ三Ｊ１１鰯L二1Jし二二麓澱一艶RDJ
・地戦･社会･身分･階用・刊､7住居の大丘滅失・人口の都市策中 ・個別性の尊丘
に応じた住宅 ・公共住宅の発足・消費の拡大 ・伝統性･地域性･個別性への描向
・洋風住宅の伝播・小住宅の麹段・住宅の大■供給 ・多橡化

・アメリカの影百・大団地･ニューダフンの建段・低后策合住宅への関心
・画一化･定型化 ・新1人､住まいづくりの提案

図１１建築年数と層破壊率の関係
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b）建築年代別被害関数

木造建物の層破壊について建築年代を考慮した被害関

数を構築した．建築年代の設定は４章における検討結果

をもとに表４の通り７区分とした．表５に各年代の回帰

係数の一覧を示す．１１６５年以降の比較的新しい年代に

おける決定係数Ｒｚが低くなっているが，これは新しい

建物の層破壊の発生が少なかったことによるものである．

図１３に構築した建築年代区分毎の被害関数を示す・図

をみると，ほぼ建築年が古くなるに従い，層破壊の発生

率が高くなる傾向が見られるが，戦後復興期と高度成長

期前期の関係が逆転している．これは，４章で指摘した

ように，建物属性の影響により戦後復興期の建物は見か

け上の耐震性が向上したためと考える．各被害曲線の立

ち上がりを見ると，層破壊発生時のＰＧＶの大きさは，

戦前・戦中期の建物は約４０cm/S，戦後復興期から高度成

長期に建設された建物は約５０cm/S，低成長期の建物は，

60cm/s程度である．

また，参考として，同じ対象地域において，同様の手

法により構築した非木造建物の回帰係数と被害曲線をそ

れぞれ表５および図１３に併せて示す．ただし，対象地

域内の非木造建物の層破壊は，写真により２８棟が確認

できただけであり，その少ないデータを用いて作成して

いる点に留意が必要である．木造建物全体と比較すると

発生率は小さいが，１９８２年～1994年の木造建物よりも

発生率が高くなっている．

以上のような高度成長期の細区分を含め，最終的には
表４のように建築年代を７区分に設定した．

表４被害関数を構築するための建築年代区分の設定
囲築区分設定に考慮したⅡ
-1945’・戦ＨＨ

ｎＩＦ･磨塞一：

U■Ｐ 

高度成投期前期.1959年の建築基ＵｈＩ 

丘唾長則前期.1981年の建築基準法施行例改正を
Ｉ士１qRn錘か片一当時の繊誇牛

従罐した国家的璽窒として．高品質の住宅を低附

9４成長期後側

5.損傷度を反映した被害関数の構築

(1)層破壊被害関数

a）構築方法

被害関数は，ある地震動強さ(x)に対して被害率Ｒ以
上が発生する確率P抑)は，標準正規分布の累積確率分
布関数①(工)を用いて，対数正規分布で表せると仮定し，
式[1]を用いて榊築した．

BQ(x)-①{(ｌｎｃ)-入)に｝ 表５建物の属性を考慮した層破壊被害関数の回帰係数[1］ 

建築年代

礎
楠造

ここで，ゐぢは1,(工)の平均値および標準偏差であ
り，確率紙を用いた最小二乗法により求めた．また，地

震動強さは，３章において層破壊の発生率とPGA，PGV，

およびＳＩとの相関を比較した結果，相関が高く，ＳＩに

比較して簡便に求めることができる指標としてＰＧＶを

採用した．被害関数を構築するにあたり，まず，最大地
表速度の大きさに応じて建物を並べ替え，一定の単位に

統合した．また，各階級に含まれる建物棟数は原則とし

て等しくなるようにした．各階級を代表するＰＧＶの値

は，階級に含まれる建物の平均値である．層破壊率は各

階級に属する層破壊建物数を建物総数で除して算定して

いる.図１２１こんごの算定例として，木造建物全体に
ついて，ＰＧＶと層破壊率の関係から得られた回帰式を

示す．ここで，表３をみると木質系プレハブ造の建物に

は層破壊が発生が確認されていない．そのため，これ以

降では被害関数を構築するにあたり，木造建物とはプレ

ハブ造を除いた建物を対象としている．

全体

全体
全体
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瓦

非木造
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図１３建築年代別層破壊被害関数
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図１２ＰＧＶと層破壊被害率の関係
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建築年代別団破壊被害関数
(屋根種類:全て）



c）階数，屋根種別被害関数

図１３に示したように，戦後復興期と高度成長期前期

の関係が逆転していたが，この要因として考えられる建

物階数および屋根の種類を考慮した被害関数を柵築した．

図１４に階数，屋根種類別の被害関数を，表５に回帰係

数の一覧を示す．ただし，１階建て建物および瓦屋根以

外の建物は層破壊発生棟数が少ないため，被害関数を構

築することができなかった．木造全体と瓦屋根建物を比

較すると瓦屋根建物の方が層破壊発生率が高くなってい

る．また，木造全体と２階建て建物を比較すると，２階

建て建物の層破壊発生率が高い．

十分なデータが得られた瓦屋根の住宅について，建築

年代別の被害関数を図１５に，回帰係数の一覧を表５に

示す．図１３と比較すると，どの建築年代においても瓦

屋根の方が全屋根種類を用いて構築した被害関数よりも

被害発生率が高くなっている．また，戦後復興期と高度

成長期前期の関係は年代順になっており，これより戦後

復興期の瓦屋根使用率の減少がこの時期全体の層破壊発

生率の低下に寄与したものとみることができる．

わが国の典型的な住宅は，１階にパブリックスペース

を配し，２階にプライベートスペースを計画した２階建

ての建物が多い．そのように計画すると１階に比較的大

きな空間が必要なため，耐震的に十分な壁量を確保する

ことが難しくなる．一方，２階は小部屋が多くなるため，

１階と同程度の壁量，もしくは１階よりも壁量が多くな

る場合がある．その結果，２階の剛性が高くなり，１階

に変形が集中する－つの要因となっている．また，２階

の重量や屋租重量は，１階へ入力される層せん断力の大

きさに関係するため，耐溌性の観点からは重量が軽い方

が望ましいが，２階建て瓦屋根の住宅であっても，大地

鯉動に耐えた建物は多く存在していることも事実であり，

今後，層破壊発生機構を解明する上で，層破壊に到ら

なかった建物に関する検討が必要と考える．

d）建物用途別被害関数

建物の用途が層破壊発生に及ぼす影響を検討するため，

図１６に示すように用途別の被害関数を構築した．ただ

し，一戸建住宅，共同住宅以外の建物は被害関数の楢築

に足る十分な資料が得られなかったため作成できなかっ

た．－戸建住宅と木造共同住宅を比較すると共同住宅の

方が層破壊発生率が高いことが分かる．共同住宅の特徴

について，著者らは1s)西宮ＢEDBを用いて分析を行っ

ており，その結果によると，共同住宅は総Z階に近い建

物形状が多く，２階のボリュームが大きい．また，共同

住宅の場合，各階の各戸に出入り口や窓を設けるなど，

特に間口側の壁量が少なくなると考えられ，これらの相

乗効果により層破壊の発生が高くなったものと考える．

本研究で構築した被害関数は，このような耐霞性に直接

寄与する壁量の影響などは考慮されていないが，より精

度の高い評価を行う場合には，検討が必須な項目であり
今後の課題としたい．
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(2)層破壊以外の損傷度別被害関数

層破壊以外の損傷度別被害関数を作成するため，層破

壊以外の破壊状態と判定された建物について，被害写真

と被害パターンチャートを用いて，被害パターン分類を
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表６木造建物の損傷度を反映した被害関数の回帰係数
個侮ロ

被害レベル

願破壊謡慨Ｉｉ
ｍｉ破壊４７７０４２２０８｜
以外

0.1 

00 

半壊以上４６５0.442７６J1６０ 0２０４０６０８０１００１２０１４０ 

最大地表速度ＰＧＶ(ｃｍＡ）

図１４階数，屋根種類別層破壊被害関数
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図１７木造建物の損傷度を反映した被害関数
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行い，その結果をダメージグレードＤＯ～Ｄ６に整理した．

その結果を用いて，層破壊被害関数を構築するときと同

様の手法により被害関数を求めた．表６に損傷度別の被

害関数の回帰係数一覧を，図１７に構築した被害関数を

示す．図１７の各曲線の立ち上がりをみると，被害率

1％を超えるＰＧＶのおおよその値は，Ｄ６で７０cm/S，Ｄ５

で５５ｃｍ/s，Ｄ４で４５ｃｍ/S，Ｄ３で４０ｃｍ/S，Ｄ２で３５ｃｍ/S，

Ｄ１で３０cm/Sである．

表７比較検証用の被害関数の回帰係数

被室レベル

i蕊ikiiiiij菫'1１
ＲＴ 

函一瞬｜咽一“｜“

6.被害関数の妥当性の検証

(1)ダメージグレード別被害関数との比較

構築した被害関数の妥当性を他の被害調査結果に基づ

いて作成された被害関数と比較することで検証を行った．

岡田，高井'6)は，東京都防災会議の震度階解説表をもと

に木造建物のダメージグレード別被害関数を構築してい

る．表７に比較に用いた岡田，高井によるダメージグレ

ード別の被害関数の回帰係数を示す．図１８に示す比較

図をみると，損傷度の高いＤ４以上は，岡田，高井によ

る被害関数の方が本研究より被害率が低く，反対に損傷

度の低いＤ２以下は岡田，高井による被害関数の方が高

くなっている．このような差がみられた理由として，構

築に使用した被害データや地露動データ，および構築対

象建物の構造特性の相違を挙げることができる．具体的

には，岡田，高井が使用した被害データは，東京都防災

会鍵の震度階解説表の被害記載内容から麓度と被害率の

関係を読みとり，気象庁震度階が６以上については兵庫

県南部地震の建物被害調査資料により補正したものであ

り，実被害データのみを用いたものではない．また，地

震動データはアンケート農度を基にし，気象庁震度を

Muramatuz3）による提案式を用いて最大地表速度に換算

したものを使用している．構造特性については，使用デ

ータの中に淡路島北淡町の建物データが含まれており，

本研究の西宮市とは異なる可能性がある．したがって，

構築した被害関数の妥当性を検証するためには，被害関

数の構築条件を考慮する必要がある．
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(2)西宮市における調査結果に基づく被害関数との比較

被害関数の構築条件を揃えるため，阪神・淡路大震災

において，西宮市の建物を対象として実際に行われた被

害調査結果に基づいて構築された被害関数との比較を行

った．比較に用いた被害関数は，１)自治体による罹災調
査結果に基づく被害関数，および，２)学術的な目的で行
われた調査結果に基づく被害関数である．

自治体の調査結果に基づく被害関数は，西宮市が罹災

証明書を発行するための調査結果をもとに，山ロ，山崎

zoにより構築されたものである．表７に山口，山崎によ

る被害関数の回帰係数を，図１９に比較図を示す．図よ

り，西宮市による全壊は，立ち上がり部分はほぼＤ２に

等しく，ＰＧＶが増大するとＤ３に対応している．また，

西宮市の全半壊はおおよそＤ１に対応していると読みと

ることができる．

一方，学術的な調査との対応について，二学会合同に

よる調査'1)は，被害を外観目視で評価した結果であり，

その結果と構築した被害関数との比較を行った．ここで，

西宮ＢEDBには二学会合同による調査結果が備わってお

り，このデータを用いて，西宮市の本研究対象地域にお

ける被害関数を新たに構築した．その被害関数は西宮
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図１９罹災調査結果に基づく被害関数との比較
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BEDBにより木造建物を抽出し，その建物に二学会合同

の調査結果をリンクさせることにより作成している．表

７に被害関数の回帰係数を併せて示す．図２０の比較図

より，各曲線の立ち上がり部分については，二学会合同

調査の「大破または全壊」がＤ４に，中程度の損傷以上

がＤ３に，「軽微な損傷」がＤ１に対応している．

以上の結果は，著者ら７)によるダメージグレードと阪
神・淡路大腱災で実施された被害調査結果との対応に関

する分析の中で，西宮市の全壊にはＤ２レベルのものが

含まれていることを確認しており，また，二学会合同調
査との関係についても，その分析結果と整合している．

したがって，構築された被害関数は妥当なものと考える．
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７．まとめ

本研究で得られた知見を以下に示す．

(1)阪神・淡路大震災で撮影された被害写真から層破壊
建物を同定し，代表的な地麓動強さ指標である

PGA,PGV,ＳＩと層破壊被害の発生率の関係について
検討した結果，ＰＧＶおよびＳＩとの相関が比較的高

いことが示された．

（２）層破壊率と周期帯を考慮したスペクトル強度との検
討から，周期帯1.0～2.5秒との相関が高くなる結果

が得られた．

(3)住宅の変容と社会変動を考慮して，被害関数構築の
ための建築年代区分を設定し，上記の地懲動強さに

関する検討結果を踏まえた建築年代別の木造建物の

層破壊被害関数を楢築した．

(4)建物階数，屋根種類，住宅用途を考慮した層破壊被
害関数を構築した．

(5)層破壊以外の木造建物の損傷度を反映した被害関数
を構築した．

(6)他の被害調査結果と比較することで，檎築した被害
関数の妥当性について検証を行い，良好な結果が得
られた．

以上の結果を踏まえ，人的被害の軽減に役立つ推定

手法を櫛簗していきたい．そのためには，今回の検討は

あくまでも阪神・淡路大震災における西宮市で起きた事

象を記述したものであり，今後，構築した被害関数が西

宮市以外の他地域において，適用可能かどうか有効性の
検証を行う予定である．また，汎用的な被害関数を構築

するためには，層破壊の発生メカニズムの究明が不可欠
であり，その観点からの研究を進めていく予定にしてい

る．

補注

(注1）西宮市から提供された建物属性データはボイントデータで作成

されており，建物ポリゴン（家枠）との位通関係から，ポリゴ

ン内に含まれるポイントをその建物の属性としてリンクした．

その結果，位極関係によってはリンクが不可能であった建物が

存在している．

(注Z）西宮ＢＢＤＢでは建物柧類は26種類に分類されているが，建築年

数や建物規模，被害率を考愈して，１)－戸建住宅，２)共同住宅，

３)長屋建住宅，４)股家住宅，５)商工業施設，６)その他の６グルー

プに統合している． (原稿受付2003.5.23）
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